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概要 

近年、ミャンマーにおける軍事クーデターや、アフガニスタンの政権崩壊など、政情が不安定化するリス

クが高まっている。また、Covid-19（新型コロナウイルス感染症）による都市封鎖に見られるように、現地

での生活や企業活動に甚大な影響を与える事例が相次いでいる。 

2022 年に入ってからは、2月 24 日にロシアによるウクライナ侵攻が始まり、7か月以上が経過した現在も、

紛争は続いている。北朝鮮はミサイル発射実験を連発し、米国にも対抗姿勢を強めている。 

背景にある国家間の対立・分断の加速が懸念されるなど、現代の世界秩序のあり方自体も大きな転換期を

迎えている。 

ロシアによるウクライナ侵攻は、グローバリゼーションが否定されるかのように「紛争危機」が表面化し

たことで、海外進出企業にとっては地政学リスク、とりわけ紛争危機への備えが喫緊の課題となった。 

本レポートでは、近年表面化している「地政学リスク」の特徴や事例を踏まえて分析をした上で、海外に

進出しているまたは進出を計画している日本企業にとって、最も関心が高く影響が大きいと考えられる台湾

危機に関する情勢分析や今後の備えについて述べる。 

「紛争危機」がもたらす影響は人命安全のみならず事業面においても広範囲で、事態の予測が困難である。

海外進出企業にとって「紛争危機」を想定した危機管理体制構築における「気づき」となれば幸いである。 
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1. 地政学リスクと紛争危機 

地政学リスクとは、「地理的な位置関係によって、特定の地域で政治的・社会的・軍事的な緊張が高まるリ

スク」を意味する。具体的には、ミャンマーの軍事クーデターのような政治・軍事的な要因、米中貿易摩擦

のような経済的な対立、パレスチナ問題のような土地や水の争いから宗教的な対立に発展するなど、様々な

リスクがある。その結果として、世界中で大規模なテロや重大事件、あるいは、紛争すら勃発することもあ

る。 

特に、紛争危機は、ウクライナ紛争のような国家間で発生する場合もあれば、中東やアフリカでみられる

ような民族や宗教・宗派による対立などもある。東アジアにおいては、二国間に留まらず第三国をも巻き込

み、国際物流網や日本のエネルギーシーレーン1にも直接の影響が考えられるため、まさに地政学リスクを象

徴する危機と捉えることができる。 

2. ロシアによるウクライナ侵攻で変わる企業の危機管理マインド 

近年、どのような「地政学リスク」が「危機」として顕在化し、それによって企業がどのような対応に迫

られたのかについて振り返る。 

企業が最初に直面する課題は、従業員の安全確保であるが、人、モノ、金などの社内リソースへの影響も

大きく、さらに、金融機関の停止、外国企業に対する規制強化など、外部環境の急激な変化による自社事業

への影響も多大である（表 1）。 

ウクライナ侵攻直後には、ロシアに進出している日本企業は、海外送金停止への対応、有事の権限委譲や

業務の引継手順、撤退要否の判断などに直面した。多くの企業では、紛争危機の想定や事前準備が十分では

なかったと言わざるを得ない。 

 

表 1 近年の地政学リスクの顕在化事例と企業のリスク課題2 

発生事象 課題例 

北朝鮮のミサイル発射 ・韓国現地法人における退避計画の整備 

ゼロコロナ政策による都市封鎖 ・本業業務や本社からの支援業務に対して重要業務の選定や

出社/リモート業務の洗い出し 

・駐在員の食料や生活物資に関わる調達対応 

・労働許可や査証の発行一時中止への対応 

・行動規制や事業活動規制への対応 

ミャンマー軍事クーデター ・取引先を含めた人権リスクの洗い出しと人権ＤＤ対応 

・外貨保有規制に対する対応 

アフガニスタンの政権崩壊 

（米軍の撤退） 

・空港までの退避移動時の安全対策 

・現地従業員の安全確保、国外退避先の確保 

サイバー攻撃の脅威の高まり ・海外拠点におけるシステムの脆弱性 

・現地従業員に対する情報セキュリティ教育 

・海外拠点攻撃時のガバナンス体制の見直し 

                              
1 原油や LNG（液化天然ガス）など、日本にとって有事においても確保しておくべき重要な海上交通路 
2 メディアや報道などの情報をもとに当社作成 
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発生事象 課題例 

ロシアによるウクライナ侵攻 ・金融制裁を受けたロシア国内での事業資金確保、送金手順 

・風評被害を想定した事業の一時停止・撤退の判断・対応 

米中対立 

台湾を取り巻く緊張 

・原材料の調達先の確認 

・中台間の輸出入規制や当局指導強化への対応 

・生産の多拠点化や移管などサプライチェーンの見直し 

・経済安全保障を考慮した海外事業戦略の見直し 

 

アフリカや中東など政情不安が続く国・地域に進出している限られた企業においては、これまでも「紛争

危機」を現実的な想定シナリオとした危機管理マニュアルを整備する傾向にあった。しかし、今回のウクラ

イナ侵攻は、各企業が「紛争危機」を現実のものとして捉える契機となり、企業の危機管理上、大きな転換

点になったともいえる。 

とりわけ「紛争危機」は事態の予測が難しく、発生を予防できない。事態が徐々にエスカレーションして

いくとも限らず、突如として不測の事態が発生し、これまで想定していなかった影響を直接的に受けるのも

特徴の一つといえる。 

3. 東アジアの地政学リスク 

日本の身近で「紛争危機」が表面化するとどのような影響が考えられるか。本節では、日本企業に影響の

深い東アジアの地政学リスクについて述べる。 

3.1. 台湾情勢 

ここでは、日本企業から最も関心が寄せられている台湾有事について取り上げる。 

台湾有事のシナリオについては、今日に至るまで国内外の専門家により様々なシミュレーションが行われ

てきた。 

2022 年 8 月初旬に米国・ペロシ下院議長の訪台した直後、中国は米国を牽制し、8 月 4 日から台湾周辺で

の大規模軍事演習を実施し、日本の排他的経済水域（EEZ）にも弾道ミサイル 5 発を落下させた。その後も、

中国軍機は台湾との中間線3越えを繰り返しており、中国による進入行為が常態化している。 

10 月 16 日には、中国政府が「武力行使を辞さないという」メッセージを出した。今後も、米国の中間選挙

や台湾統一地方選挙も控え、台湾をめぐる政治リスクの予測がますます難しくなっている。企業にとっては、

台湾における危機の予兆や情勢の変化にこれまで以上に関心をもって情報収集と分析を行うことが求められ

る。 

では、実際に日本企業に関わる問題として、台湾危機が表面化したらどうなるか。 

 

3.2. ウクライナとの比較 

まず、台湾有事が表面化すると、どのような影響が考えられるのかを明確にするため、ウクライナと台湾

を「経済」、「第三国の関与の可能性」、「限られた退避手段」、「物流への影響」の観点で比較する（表 2）。 

                              
3 中国側との“事実上の停戦ライン” 
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表 2 ウクライナと比較した場合の台湾のリスク4 

比較項目 相違点 

経済 日本企業の進出状況の違い ウクライナに比べ、中国や台湾は日本企業の進出が盛ん5なため、サプライチェ

ーンなどに及ぼす影響はより大きいと考えられる。 

半導体調達への影響 半導体不足が指摘される中、台湾が「半導体立国」であり6、世界の製造業など

幅広い分野への影響が懸念される。 

当事者の経済規模の大きさ 台湾危機では GDP 世界 1 位の米国と 2 位の中国が当事者となるため、経済的影

響が大きく、世界の分断や二極化がさらに加速する恐れがある。 

第三国の関与の可能性 ウクライナは NATO の加盟国や米国の同盟国でないためにウクライナ国内への

派兵はなく、武器などの支援に限られた。一方、米国・バイデン大統領は「台

湾防衛のための軍事支援介入の可能性」を示唆している。 

中国にとっても、台湾は第一列島線内の譲れない場所にあり、内政干渉を強く

主張することが予想され、大国同士の大きな衝突に発展する可能性がある。 

限られた退避手段 

ウクライナは欧州と陸続きである一方、台湾は島であるため、全域封鎖のリス

クがある。それにより退避手段は限られ、台湾からの退避はより困難な状況に

陥りやすい。 

物流への大きな影響 

台湾は日本のシーレーン上にあり、食料などの物資のみならず、中東からの原

油や LNG（液化天然ガス）の輸送航路にも影響が及ぶなど、日本の食糧やエネ

ルギーに関わる安全保障上の問題に直結しやすい。 

 

3.3. 台湾有事による影響 

台湾有事が現実化すると、ロシアのウクライナ侵攻で見られたようなエネルギー価格や食料価格の高騰や

物流コストの上昇以外にも、様々な影響が考えられる。 

その一つとして、航空便は早い段階で運航停止する可能性がある。台湾は「島」であるため退避手段が空

路と海路に限られ、企業としては早期の対応を求められる。 

また、全面的な軍事侵攻に至らずとも、小規模な偶発的衝突や局地的衝突によって一気に緊張が高まるこ

とも想定しておかなければならない。さらに、政府や通信などの重要インフラを標的としたサイバー攻撃の

発生や、混乱に乗じた悪質な攻撃も起こりうる。 

実際にどのような事態が起こり、自社がどの程度の影響を受けるのかを予測するのは難しい。一方で、「紛

争危機」においては、考えられる最悪の事態を想定したシナリオで、自社の事業への影響に応じた対策を講

じておくことが重要である。 

 

                              
4 メディアや報道などの情報をもとに当社作成 
5 「海外進出日系企業拠点数調査の 2021 年度調査結果」外務省 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/ec/page22_003410.html （アクセス日 2022-10-24） 

 企業拠点総数では、ウクライナが 36 社、ロシアが 416 社に対し、台湾は 1,310 社。 
6 「台湾における半導体産業について」JETRO 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/c1353759e5d86029/20220008_ver3.pdf （アクセス日 2022-10-24） 
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3.4. 日本有事や朝鮮半島有事との複合事態 

台湾で有事が発生すれば米軍が関与することが予想されるが、米軍の主要な軍事拠点は日本の沖縄本島の

嘉手納基地や横須賀基地になることが想定される。 

最近は、沖縄県の企業から、「日本国内に戦火が拡大した場合に備えて、データのバックアップなど資産管

理をどのようにしておくべきか」という現実的な相談の声も聞かれる。 

先島諸島を実際に訪問したところでは、出漁自粛を余儀なくされたり、台湾有事が現実化した場合の具体

的な対応について島民同士で話す機会が増えたりしているようである。そういった日本国内の危機感の変化

も感じられる。 

また、直近では、北朝鮮がミサイル発射実験を繰り返している。2022 年 10 月 4 日には、飛距離約 4,600km

の中距離弾道ミサイルを発射し、日本の上空を通過して太平洋に落下した。今後は、米国領土を狙った ICBM

（大陸間弾頭ミサイル）や第７回目の核実験の実施が懸念されるところである。 

このような台湾有事と朝鮮半島有事などの複合事態になれば、いずれも日本が巻き込まれる可能性がさら

に高まり、まさに地政学リスクとしては、最悪の危機事態に陥る可能性も否定できないことを改めて認識し

ておく必要がある。 

 

4. 企業の取り組み状況 

地政学リスクや紛争危機への対策としては、想定シナリオの準備が第一ステップである。シナリオに沿っ

て危機をイメージした後、部門ごとの対応チェックリストの策定や、退避基準や退避計画の策定に取り組む

企業は多い。今まで、テロや感染症、自然災害などに対する人命安全を中心に策定していた海外危機管理マ

ニュアルについては、Covid-19 や紛争危機の顕在化を経て、大幅な見直しが進んでいる。 

また、一部の企業では、サプライチェーンを再編し特定国とその他地域をデカップリング7する検討や海外

事業戦略の見直し、ガバナンス体制の再構築などを図る動きも見られている。 

以下、当社で把握している企業の取り組み状況8の一例である。 

 海外事業戦略を見直し、特定国の事業構造改善プロジェクトの立ち上げ 

 生産拠点について中国とその他地域をデカップリング（切り離し）再編 

 特定製品の生産の一部を中国からベトナムへ移管 

 特定国で生産する部品を他生産拠点でも同一の品質で生産できる体制構築 

 「台湾有事」を想定した部門別チェックリストを策定、ワークショップも実施 

 新型コロナやクーデターへの対応の教訓を基に、紛争危機による海外事業への影響分析を加味し、

有事対応計画を再整備 

 北朝鮮のミサイル攻撃による退避計画を参考に、台湾の現地拠点における退避基本計画を策定 

 ウクライナ侵攻前から想定シナリオを検討。その後、台湾有事を想定したシナリオの検討を基に、

部門ごとに対策の検討を実施。台湾有事を想定し、人命安全、事業継続を加味した退避計画を策定 

 

                              
7 2 国間の事業などが連動していないこと。例えば A国の事業が停滞しても、それとは関係なく B国などの経済が成長

し、事業の拡大が続くとする見方 
8 メディアなどの情報や当社が支援している企業の取り組み例 
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5. 紛争危機への備え 

紛争危機に取り組む主管部署は、自社の全体を俯瞰できる部門が担うことが肝要である。人命安全と事業

継続両面に加え、事業戦略的な観点の必要性を踏まえると、経営層も含めた全社横断的な位置付けとして検

討していくことが不可欠である。従業員の安全配慮義務のみならず、取締役の善管注意義務、および顧客や

投資家への説明責任を果たすためには、全社を俯瞰的に見たうえでリスクシナリオの洗い出し、影響の分析、

対策の検討を進めることが重要である。 

5.1. 紛争危機による影響の特徴 

紛争危機による影響の特徴を見ていくと、広範囲に及ぶ進展シナリオと影響が想定されること、事態の予

測が困難であり、長期化する可能性がある点などがあげられる。 

 

紛争危機対応の特徴 

・危機の進展シナリオが広範囲で描きにくく、想定外が発生しやすい 

・人命安全のみならず、事業継続や事業戦略など広範囲に影響を受ける恐れがある 

・日本政府の方針や同盟国との関係により、進出先で著しく不利な影響を受ける可能性がある 

・危機が短くても数カ月、長くて数年～数十年に長期化する可能性がある 

・社内の対応部署が広範囲でバラバラになりやすく、対策を取りまとめる専門部署が特定しにくい 

 

5.2. 対策の考え方 

5.1.に示す特徴を踏まえて、網羅的に対策を検討していくためには、まずは想定リスクを洗い出し、仮説

を立てたシナリオを踏まえ、部門ごとにどのような影響があるのかを検討していくことが重要である。例え

ば、台湾や中国に依存する資源や原材料の確認や代替調達先の検討に留まらず、「代替調達先となる国と中国

や台湾との関係性はどうなのか」、「有事になった時に、本当に調達できるのか」といったところまで掘り下

げて検討していくことが重要である。 

また、災害の場合は復旧を前提に拠点ごとの対応計画を策定していくが、紛争危機の場合はその拠点のみ

ならず、グローバル事業全体への影響を考えながら対策を練る必要がある。加えて、主にコントロールが効

かない外部環境リスクに直接晒されるため、事態の先行きも不透明で長期化することもあり、従来型の継続

ありきの考え方で目標復旧時間を設定することは困難である。そんな中でも事業継続のオプションをできる

だけ多くひねり出し、それが困難な場合には、事業縮小や停止、撤退を含めた対応計画とするなど、経営層

と事業部門が知恵を出し合って事業戦略的な要素を含めた実行可能な対応計画を考えていくことが不可欠で

ある。 

5.3. 対策の進め方 

 紛争危機を想定したリスク対策の進め方は、紛争リスク特有のアセスメントを実施し、事業継続マネジメ

ントの観点から、カテゴリー別のリスクシナリオや影響分析を行う。そのうえで、カテゴリー別に対応計画

を策定する。対応計画を策定した後に、「事業戦略」と「危機管理」のどちらに焦点を置きながら進めてい

くか、以下の 2 つの傾向が見受けられる。 

① 事業戦略的なマクロかつ中長期の視点での対策アプローチ 
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② 危機管理的なミクロかつ短中期の視点での対策アプローチ 

どちらが正しいということはなく、企業のその時々に置かれた環境や考え方次第ともいえる。 

また、近年では災害対応を中心に復旧や継続ありきで進められていた事業継続計画についても、海外危機

管理マニュアルを取り込みながら、一体とした文書に刷新を検討する企業も多い。紛争危機については、人

の安全と事業の継続に関する数多くの判断が、予兆段階から同時に迫ってくるからである。 

一例として、地政学リスクを踏まえて地域ごとにサプライチェーンの見直し・再編成を行うことを経営ト

ップが明確に打ち出している企業も見られる。その場合は、方針に従って上記①、②の内容を進めていると

思われる。 

企業により様々だが、以下に対策の進め方の一例を示す（図 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 対策イメージ図9 

                              
9 当社作成 
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・資金・支払管理
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経理・財務
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6. おわりに 

これまでは、中東やアフリカに拠点を構える企業など一部を除き、紛争危機の対応経験やノウハウに乏し

く、対策が難しい状況であった。しかし、本レポートの表 1（3頁）で示したように近年、企業は紛争危機を

含めた地政学リスクの顕在化により、海外進出している企業においては様々な課題に直面しながらも、危機

対応の経験を積み重ねてきている。実際の危機に直面した時の対応で得た教訓を今後に活かしていくことこ

そが、最も有効な危機管理といえる。 

最後に、本レポートが自社の紛争危機に備えた危機管理の取り組みに貢献できれば幸いである。 
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